
 
 

Ⅱ 令和４年度  県の生涯学習・社会教育の推進について 

１ 生涯学習・社会教育推進の取組（昭和 40年以降） 

年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

昭和40年 

（1965） 

 12月 ユネスコ「第３回成人教育推進国際委員

会」でポール・ラングランが生涯にわた

って統合された教育として生涯教育の理

念を提唱 

昭和41年 

（1966） 

７月 大分県立大分図書館新館開館  

昭和46年 

（1971） 

 ６月  社会教育審議会 

「急激な社会構造の変化に対応する社会教

育の在り方について」答申 

昭和56年 

（1981） 

 ６月  中央教育審議会 

「生涯教育について」答申 

昭和57年 

（1982） 

10月 大分県生涯教育推進会議設置 

12月 生涯教育についての県民意識調査実施 

 

昭和58年 

（1983） 

７月 生涯教育データバンク開設 

８月 高齢者教育のあり方について 

（生涯教育推進会議発行 以下（※１）） 

10月 大分県ニューライフアカデミア 

（高年大学校・婦人大学校第１期生入学） 

 

昭和59年 

（1984） 

３月 乳幼児期教育のあり方について（※１） 

 

７月 成人教育のあり方について  （※１） 

12月 大分県における生涯教育関連事業の現状に

ついて           （※１） 

６月 臨時教育審議会「教育改革」に関する 

第１次答申 

昭和60年 

（1985） 

１月 青少年期教育のあり方について（※１） 

 生涯教育の観点から見た「大分県社会教

育のあり方について」    （※１） 

２月 生涯教育推進のための「学校教育と社会教

育の連携のあり方」     （※１）  

３月 おおいたの生涯教育「今後における生涯教

育推進のための施策として」 （※１） 

10月 大分県立生涯教育センター開所 大分県 

ニューライフアカデミア 

（マスターズコース第１期生入学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和61年 

（1986） 

１月 県社会教育委員の会議に「学習社会の実現

をめざす県立生涯教育センターのあり方に

ついて」諮問 

３月 「第３次大分県総合教育計画」策定 

11月 県社会教育委員会議「学習社会の実現をめ

ざす県立生涯教育センターのあり方につい

て」答申 

４月 臨時教育審議会「教育改革」に関する 

第２次答申 
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年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

昭和62年 

（1987） 

 ４月 臨時教育審議会「教育改革」に関する 

第３次答申 

８月 臨時教育審議会「教育改革」に関する 

第４次答申（最終答申） 

昭和63年 

（1988） 

 ７月  文部省社会教育局を生涯学習局に拡充・

改組 

平成元年 

（1989） 

 11月 第１回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（千葉県） 

平成２年 

（1990） 

 

４月 県教育委員会「社会教育課」を「生涯学習

課」に改組 

 

９月「第４次大分県総合教育計画」策定 

１月 中央教育審議会 

「生涯学習の基盤整備について」答申 

６月「生涯学習の振興のための施策の推進体制

等の整備に関する法律」を制定 

８月 第１期生涯学習審議会発足 

10月 第２回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（京都府） 

平成３年 

（1991） 

 

 

11月 第３回全国生涯学習フェスティバルを 

大分市、別府市、湯布院町を中心に開催 

２月「生涯学習の振興に資するための都道府県

の事業の推進体制の整備に関する基準」

を告示 

４月 中央教育審議会「新しい時代に対応する

教育の諸制度の改革について（学校制度

に関する小委員会）」答申 

平成４年 

（1992） 

４月 大分県生涯学習審議会条例施行 

 

 

11月 第１回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（佐伯市中心） 

７月 生涯学習審議会 

「今後の社会の動向に対応した生涯学習の

振興方策について」答申 

９月 月１回の学校週５日制の実施 

11月  第４回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（宮城県） 

12月  第２期生涯学習審議会発足 

平成５年 

（1993） 

２月 県民の生涯学習に関する意識調査実施 

３月 県生涯学習審議会発足  

10月 第２回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（日田市中心） 

 

 

11月 第５回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（愛知県） 

平成６年 

（1994） 

２月 県生涯学習情報提供システム稼働 

10月 第３回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（竹田市中心） 

 

10月 第６回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（富山県） 

平成７年 

（1995） 

２月 県生涯学習審議会 

「大分県の特性を生かした生涯学習の振興の

ための方策について」答申 

 県立図書館新館開館 

10月 第４回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（東国東郡中心） 

４月 月２回の学校週５日制の実施   

第３期生涯学習審議会発足 

９月 第７回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（北海道） 

11月 文部省及び通商産業省 

「地域生涯学習振興基本構想の承認に当た

っての基準」を告示 
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年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

平成８年 

（1996） 

３月 県生涯学習審議会 

「生涯学習関連施設の整備充実の方策に 

ついて」答申 

10月 第５回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（宇佐市中心） 

４月 生涯学習審議会 

「地域における生涯学習機会の充実方策に

ついて」答申 

７月 中央教育審議会 

「21世紀を展望した我が国の教育の在り方

について」 第１次答申 

11月 第８回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（福岡県） 

 

平成９年 

（1997） 

２月 県生涯学習審議会 

「生涯学習社会における学校教育・社会教育

のあり方及び相互の連携の方策について」

答申 

 

 

 

 

 

 

10月 第６回大分県生涯学習フェスティバルを 

開催（臼杵市中心） 

１月 教育改革プログラム策定 

３月 生涯学習審議会 

「生涯学習の成果を生かすための方策に 

ついて」（審議の概要） 

６月 中央教育審議会 

「21世紀を展望した我が国の教育の在り方

について」第２次答申   

第４期生涯学習審議会発足 

８月  教育改革プログラム改訂（１回目） 

    「子どもと話そう」全国キャンペーン実施 

９月 中央教育審議会へ「今後の地方教育行政

の在り方について」諮問 

10月 第９回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（新潟県） 

 

平成10年 

（1998） 

３月 県民の生涯学習に関する意識調査実施 

    

１月 放送大学全国化 

６月 中央教育審議会「新しい時代を拓く心を

育てるために－次世代を育てる心を失う

危機－」答申 

９月 中央教育審議会「今後の地方教育行政の

在り方について」答申 

   生涯学習審議会「社会の変化に対応した

今後の社会教育行政の在り方について」

答申 

      第10回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（兵庫県） 

 

平成11年 

（1999） 

３月 「大分県生涯学習推進基本構想」策定 ６月 生涯学習審議会「学習の成果を幅広く生

かす－生涯学習の成果を生かすための方

策について－」答申       

生涯学習審議会「生活体験・自然体験が

日本の子どもの心をはぐくむ」答申 

７月 第11回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（広島県） 

 

 

-21-



 
 

年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

平成12年 

（2000） 

１月 「第５次大分県総合教育計画」策定 

８月 学社連携推進委員会開催 

６月  中央教育審議会 

「少子化と教育について」答申 

11月 生涯学習審議会 

「新しい情報通信技術を活用した生涯学習

の推進方策について－情報化で広がる生

涯学習の展望－」答申 

11月 第12回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（三重県） 

平成13年 

（2001） 

 １月 文部省生涯学習局を文部科学省生涯学習

政策局に改組 

７月 社会教育法の一部を改正 

10月  第13回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（山形県） 

12月 「子どもの読書活動の推進に関する 

法律」施行 

平成14年 

（2002） 

３月 学社連携推進委員会開催 ２月 中央教育審議会「新しい時代における教

養教育の在り方について」答申 

４月 完全学校週５日制の実施  小・中学校に

おいて新学習指導要領の実施 

10月 第14回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（石川県） 

平成15年 

（2003） 

３月 大分県社会教育委員会議 

「県立青少年教育施設の今後の在り方につい

て“だれにでも親しまれる、より魅力的な

施設を目指して”」答申 

３月 学社連携推進委員会開催 

７月 県民の生涯学習に関する意識調査実施 

３月 中央教育審議会「新しい時代にふさわし

い教育基本法と教育振興基本計画の在り

方について」答申 

 

11月 第15回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（沖縄県） 

平成16年 

（2004） 

２月 大分県子ども読書活動推進計画（おおいた

子ども夢ライブラリー計画）策定 

８月 大分県ニューライフアカデミア事業終了 

９月 おおいた県民アカデミア大学開設 

３月 中央教育審議会生涯学習分科会 

「今後の生涯学習の振興方策について 

（審議経過の報告）」 

10月 第16回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（愛媛県） 

平成17年 

（2005） 

６月 学社連携推進委員会開催 

 

 

６月 中央教育審議会「新しい時代を切り拓く

生涯学習の振興方策について」 諮問 

10月 第17回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（鳥取県） 

平成18年 

（2006） 

２月 学社連携推進委員会開催 

６月 新大分県総合教育計画 

（大分県教育改革プラン）策定 

学社連携推進委員会開催 

11月 大分県社会教育委員会議「地域社会の協働

による子どもの健全育成の方策について 

～大分発「協育」ネットワークプラン～」 

最終答申 

 

10月 第18回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（茨城県） 

 

 

 

12月 改正「教育基本法」 公布・施行 
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年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

平成19年 

（2007） 

２月  「地域協育振興プラン」策定 

２月 学社連携推進委員会開催 

１月 中央教育審議会 

「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方

策について」中間報告 

「次代を担う自立した青少年の育成に向け

て」答申 

11月 第19回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（岡山県） 

平成20年 

（2008） 

２月 学社連携推進委員会開催 

３月 大分県社会教育委員会議建議 

「教育の協働を推進する拠点としての役割

を果たすための公民館運営の在り方」 

 

２月 中央教育審議会 

「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方

策について～知の循環型社会の構築を目

指して～」 答申 

４月 中央教育審議会 

「教育振興基本計画について『教育立国』

の実現に向けて」  答申 

「新しい時代に求められる青少年教育の在

り方について」   諮問 

６月「社会教育法等の一部を改正する法律」 

公布・施行 

（社会教育法・図書館法・博物館法の一部改正） 

７月「教育振興基本計画」 閣議決定 

11月 第20回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（福島県） 

平成21年 

（2009） 

２月 学社連携推進委員会開催 

２月 大分県社会教育委員会議 

   「子どもの『生きる力』をはぐくむ学校教

育と社会教育の協働の在り方について 

～学校教育と社会教育の協働を推進するた

めの社会教育主事の役割について～」 

諮問 

３月 「第２次大分県子ども読書活動推進計画」

策定 

３月 おおいた県民アカデミア大学事業終了 

 

４月 「生涯学習課」を「社会教育課」に改組 

４月 大分県立生涯教育センター、香々地青少年

の家、九重青少年の家を統合し、大分県立

社会教育総合センターを設置 

４月 「おおいた学びの輪」推進事業開始 

７月 「子ども・若者育成支援推進法」 公布 

11月 第21回全国生涯学習フェスティバルを 

開催（埼玉県） 

平成22年 

（2010） 

２月 学社連携推進委員会開催 

９月 大分県社会教育委員会議  

「子どもの『生きる力』をはぐくむ学校教

育と社会教育の協働の在り方について 

～学校教育と社会教育の協働を推進するた

めの社会教育主事の役割について～」 

答申 

６月 「PTA・青少年教育団体共済法」公布 

11月 全国生涯学習フォーラム高知大会（まな

びピア高知2010）を開催（高知県） 

平成23年 

(2011) 

２月 学社連携推進委員会開催 

 

11月 全国生涯学習ネットワークフォーラム 

（まなびピア2011）を開催（東京都） 
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年 
大分県教育委員会の取組 

（社会教育課・生涯学習課関係） 
国 等 の 取 組 

平成24年 

（2012） 

１月 大分県社会教育委員会議 

   「家庭教育支援の在り方について」 諮問 

２月 学社連携推進委員会開催 

10月～11月 全国生涯学習ネットワークフォー

ラム（まなびピア2012）を開催 

（宮城県・福島県・岩手県） 

平成25年 

(2013) 

２月 大分県社会教育委員会議 

   「家庭教育支援の在り方について」 答申 

11月 全国生涯学習ネットワークフォーラム 

（まなびピア2013）を開催（岩手県） 

平成26年 

(2014) 

３月 「第３次大分県子ども読書活動推進計画」

策定 

11月 「おおいた教育の日」１０周年記念推進 

大会開催 

11月 全国生涯学習ネットワークフォーラム 

（まなびピア2014）を開催（宮城県） 

平成27年 

(2015) 

１月 大分県社会教育委員会議 

   「『協育』ネットワークの充実を図るため

の社会教育行政の推進」建議 

 

10月 第57回全国社会教育研究大会大分大会 

を開催（大分県） 

11月 全国生涯学習ネットワークフォーラム 

（まなびピア2015）」を開催（福島県） 

平成28年 

(2016) 

12月 大分県社会教育委員会議 

「大分県が進める地方創生につながる社 

会教育のあり方について」建議 

３月 大分県立社会教育総合センター閉所 

11月 学びを通じた地方創生コンファレンス 

in佐賀を開催（佐賀県） 

 

平成29年 

(2017) 

４月 大分県立社会教育総合センターの機能を 

   大分県立図書館へ移管 

３月 社会教育法の改正 

８月 第39回全国公民館研究集会大分大会 

第68回九州地区公民館研究大会を開催（

大分県） 

平成30年 

(2018) 

12月 大分県社会教育委員会議 

「青少年の体験活動の充実・深化を図る 

社会教育行政のあり方について」建議 

 

10月 文部科学省生涯学習政策局を文部科学省

総合教育政策局へ改組 

12月 中央教育審議会 

「人口減少時代の新しい地域づくりに向け 

た社会教育の振興方策について」答申 

令和元年 

(2019) 

３月 「第４次大分県子ども読書活動推進計画」

策定 

８月 第41回全国公民館研究集会（佐賀県） 

10月 第61回全国社会教育研究大会（兵庫県） 

令和２年 

(2020) 

 ４月 社会教育士制度新設 

８月 第42回公民館研究集会（熊本県） 

11月 第62回全国社会教育研究大会（新潟県） 

令和３年 

(2021) 

１月 大分県社会教育委員会議 

   「地域の持続的発展に資する人材の育成に

ついて」建議 

10月 第63回全国社会教育研究大会（石川県） 

11月 第43回公民館研究大会（福岡県） 

１月  中央教育審議会 

「「令和の日本型学校教育」の構築を目指

して(答申)」 

令和４年 

(2022) 

 10月 第64回全国社会教育研究大会（広島県） 

 第52回九州ブロック社会教育研究大会 

大分大会 

全国CS研究大会・地域とともにある学校 

づくり推進フォーラム玖珠 

令和５年 

(2023) 

３月 大分県社会教育委員会議 

   「学校を核とした地域づくりの具体的方策

について」建議 

４月 社会教育課内 

「生涯学習・社会教育推進班」と「学校

・家庭・地域協働推進班」に改編 

６月 教育振興基本計画 

７月 第61回全国国公立幼稚園・こども園PTA 

全国大会（大分県） 

11月 第65回全国社会教育研究大会（宮崎県） 
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(単位：人）

（２）過去６年間の社会教育主事数の推移
（教育庁他課・知事部局併任・文部科学省派遣を含む）

(単位：人）

9

4

-

2

1

1

文部科学省研修派遣 -

8

-

-

1

2

1

-

7

-

大分県教育庁社会教育課

2

自治法派遣

-

3

1

1

令和２年度

※上記表以外に教育庁人権教育・部落差別解消推進課に社会教育主事１名が配置されている。

72

令和４年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和３年度

38

1 2 2 0 2 0 2 9

0

0

0

※県立図書館臨時・非常勤には育休代替含まず。

4 10

２　社会教育課及び所管施設の社会教育関係職員

（１）令和４年度社会教育行政職員数

所　属　名

大分県教育庁社会教育課

大分県立図書館

大分県立香々地青少年の家

大分県立九重青少年の家

主管課･施設長 社会教育主事 指導主事 事務職員 臨時･非常勤司　書

01 9 2 4

2 2

職　員　数
社会教育主事補

0 00

17

1 4 0 17 10 0 6

0 21 0 2

0

大分県立九重青少年の家

知事部局

9

- -

1

1

3

1教育庁人権教育・部落差別解消推進課

2 -

-

1

2

1

1

-

67 7

7 8

※大分県立社会教育総合センターは平成29年度から廃止し、大分県立図書館へ機能移管。

-

-

※知事部局には、私学振興・青少年課を含む。

22

-

182021

-

合計 1922

合計

22 2 1 1 2

16

9

※社会教育課社会教育主事には、知事部局併任を含む。

合計 18

所　属　名

017 6

※県立図書館事務職員には、先哲史料館併任を含む。

大分県立香々地青少年の家

7

5

-

大分県立図書館

大分県立社会教育総合センター

技術職員
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区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

　①教育指導費 4,946 5,772 6,478 6,693 7,678

　②社会教育総務費 121,380 127,283 159,051 167,435 161,433

　③視聴覚教育費 367 345 346 346 437

　④図書館費 270,498 272,009 284,353 286,751 290,356

　⑤社会教育施設費 57,276 55,899 57,255 57,403 58,562

合　計 454,467 461,308 507,483 518,628 518,466

３　令和４年度社会教育課関係予算・補助金
（１）大分県社会教育関係当初予算額の推移

（単位：千円）

　※②社会教育総務費に給与費は含まない。
　※⑤社会教育総合センター費は、H29年度から社会教育施設費へ変更。
    また、平成27年度、28年度は社会教育総合センター廃止影響額を除く。

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

①4,946 ①5,772 ①6,478 ①6,693 ①7,678 

②121,380 ②127,283 
②159,051 ②167,435 ②161,433 

③367 ③345 

③346 ③346 ③437 

④270,498 ④272,009 

④284,353 ④286,751 ④290,356 

⑤57,276 ⑤55,899 

⑤57,255 
⑤57,403 ⑤58,562 

①教育指導費 ②社会教育総務費 ③視聴覚教育費

④図書館費 ⑤社会教育施設費

（千円）
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

不登校児童・生徒図書館等活用推進事業 1,589 － － － －

青少年教育施設を活用した不登校対策事業費 － 2,310 2,819 2,809 3,805

みんなではぐくむ「おおいた教育の日」推進事業費 3,357 3,462 3,659 3,884 3,873

4,946 5,772 6,478 6,693 7,678

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

「協育」ネットワーク連携促進事業費 76,881 77,194 － － －

学校・家庭・地域による「学びの未来」創造事業 － － 88,621 88,590 88,629

子ども科学体験推進事業費 14,411 18,459 32,545 42,595 45,199

社会教育振興費 12,132 10,823 9,650 9,642 9,671

社会教育推進力向上支援事業費 － 540 536 466 466

 大分県生涯学習情報提供システム整備事業 － 1,309 1,309 1,312 1,205

社会教育調査研究事業費 － 346 347 348 330

女性による地域力向上支援事業費 － － － － －

女性の地域協働活動支援事業費 2,744 2,744 － － －

女性の地域活動活性化支援事業 － － 3,319 3,319 3,314

おおいた学びのステップアップ支援事業 － － － 2,953 2,953

青少年教育費 7,296 － － － －

成人教育費 572 572 580 612 544

外国人とのコミュニケーション拡大事業費 － － 3,450 3,711 2,007

地域「協育力」向上支援事業費 － － － － －

地域教育力パワーアップ事業費 1,420 － － － －

放課後・土曜学習支援事業費 － － － － －

 くじゅう・国東半島を活用した青少年の育ち応援事業費 － 3,314 － － －

青少年ふれあい交流体験推進事業 － 2,504 2,248 2,249 2,190

豊かな体験活動推進事業費 － 1,749 6,688 6,675 －

森林環境学習指導者活用事業費 5,924 7,729 9,758 4,963 4,925

121,380 127,283 159,051 167,435 161,433

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

視聴覚教育振興費 367 345 346 346 437

367 345 346 346 437

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

管理運営費 198,989 197,198 208,247 211,405 214,508

県民読書活動推進費 7,000 6,470 6,300 7,742 6,116

「みんなの読書」拡大推進事業費 4,518 4,232 3,663 － －

公立図書館整備総合推進事業費 4,666 6,242 7,962 7,960 7,948

資料整備費 55,325 57,867 58,181 59,644 61,784

270,498 272,009 284,353 286,751 290,356

⑤社会教育施設費
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

社会教育総合センター費 － － － － －

香々地青少年の家費 29,157 30,041 29,841 30,224 30,233

九重青少年の家費 28,119 25,858 27,414 27,179 28,329

57,276 55,899 57,255 57,403 58,562

費　目

合　計

　　※社会教育総務費に給与費は含まない。

   ②社会教育総務費 （単位：千円）

   ①教育指導費 （単位：千円）

費　目

合　計

合　計

合　計

費　目

（単位：千円）

    ③視聴覚教育費

費　目

合　計

費　目

（単位：千円）

（単位：千円）　　④図書館費
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　①国庫補助事業

　②県費補助・委託事業

社会教育団体育成・活用事業

備 考概　要補助事業名

補助・委託事業名

①青少年の健全育成　②男女共同参画の推進　③環境教育・学習の
推進　④「食育」の推進　⑤防災教育の推進　⑥人権教育の推進
⑦その他、本県の社会教育の推進に資する事業
上記の課題解決に資する事業に対し委託を実施

女性の地域活動活性化支援事業
　※（一社）大分県地域婦人団体連合会へ委託

多様化する地域課題を住民主体で解決する仕組みをつくるため、地
域づくりの実践に関する研修会の開催やリーダーの育成など、女性
団体の活動の充実に向けた取組を支援する。

大分県ＰＴＡ団体活性化事業 ＰＴＡ団体に対し補助金を交付

　中津市　　  豊後高田市
　宇佐市　　  別府市
　杵築市　　  国東市
　姫島村　　　日出町
  臼杵市　　　津久見市
  由布市　　　佐伯市
  竹田市　　　豊後大野市
  日田市　　　九重町
　玖珠町

補助率
国 １/３
県 １/３

 学校・家庭・地域
による「学びの未
来」創造事業

　子どもや学校を取り巻く課題の複雑化・困難
化に社会全体で対応するため、「協育」ネット
ワークとコミュニティ・スクールとの連携を図
り、地域学校協働活動を推進する。

（２）生涯学習・社会教育関係補助金等

実施市町村

事業の概要等
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    ①利用状況

　   ア　開館日数（日）　   ア　開館日数（日）ア　開館日数（単位：日） オ　利用者(貸出者)数(単位：人)

イ　入館者数（単位：人） カ　蔵書状況（単位：冊）

　ウ　登録状況（人）　ウ　登録状況（人）ウ　登録状況（新規分　単位：人） キ　調査相談件数（単位：件）

エ-１　貸出状況(個人)（単位：冊） ク　資料購入費（単位：千円）

　   ア　開館日数（日）　   ア　開館日数（日）エ-２　貸出状況(市町村等)（単位：冊） ケ　ホームページアクセス件数（単位：件）

　　②調査相談（レファレンス）件数 ※学習相談を含む

ア　受付方法別　 （単位：件）

イ　相談内容別 （単位：件）

315 308 △ 7 105,436 99,617 △ 5,819

４　県立社会教育施設の利用状況等

（１）県立図書館

令和３年度 令和４年度 前年度比 令和３年度 令和４年度 前年度比

316,289 280,405 △ 35,884 1,230,066 1,237,416 7,350

令和３年度 令和４年度 前年度比 令和３年度 令和４年度 前年度比

2,615 2,652 37 13,824 14,962 1,138

令和３年度 令和４年度 前年度比 令和３年度 令和４年度 前年度比

502,730 465,474 △ 37,256 48,562 49,533 971

令和３年度 令和４年度 前年度比 令和３年度 令和４年度 前年度比

57,026 53,539 △ 3,487 305,976 307,332 1,356

令和３年度 令和４年度 前年度比 令和３年度 令和４年度 前年度比

合　計

 調査相談担当 2,441 1,678 0 96 149 4,364

口　頭 電　話 文　書 F A X メール

2,882

 中央カウンター 1,443 0 0 0 0 1,443

 郷土情報担当 2,385 328 6 22 141

6,273

学校・地域支援課
（学習相談）

0 0 0 0 0 0

 子ども室 6,166 106 0 0 1

14,962

一　般
ﾋﾞｼﾞﾈｽ
支援

ﾚﾌｧﾚﾝｽ

行政支援
ﾚﾌｧﾚﾝｽ

(県･市町村)

県内図書館
等協力
ﾚﾌｧﾚﾝｽ

合　計

合 計 12,435 2,112 6 118 291

 郷土情報担当 2,807 7 44 24 2,882

 調査相談担当 4,252 48 30 34 4,364

 子ども室 6,235 20 1 17 6,273

 中央カウンター 1,443 0 0 0 1,443

合　計 14,737 75 75 75 14,962

学校・地域支援課
（学習相談）

0 0 0 0 0
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　　③大分県生涯学習情報提供システム利用状況

ア　ホームページ月別アクセス数　 （単位：件）

イ　ホームページ年度別月平均アクセス数の推移 （単位：件）

3月 合計 月平均

アクセス数 26,091 28,391 27,031 28,385 31,706 27,775

9月 10月 11月 12月 1月 2月月 4月 5月 6月 7月 8月

月平均アクセス数 6,573 6,111 6,596 6,980 7,562

307,332 25,611

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

28,037 26,834 25,028 16,326 19,241 22,487

0
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7000
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平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

年度別月平均アクセス数（単位：件）
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（２）大分県立香々地青少年の家

1,195 1,008

平成30年度 令和元年度

（単位：人）

（単位：団体）

令和４年度

令和３年度

（単位：人）

令和３年度

　　 ウ　年度別施設利用団体数の推移

年　度

利用者数 39,778 36,885 10,802 18,738

年　度

令和４年度

24,865

11月 12月

令和２年度

利用者数

　　 イ　年度別施設延利用者数の推移

平成30年度 令和元年度 令和２年度

団体数 786 799 523

2,319 2,7701,947 2,611 2,835 2,923 2,259

　　①利用状況

　　 ア　月別施設延利用者数の推移（令和４年度）

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

24,8652,501 1,219 1,178 886 1,417

１月 ２月 ３月 合　計
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40,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

イ 年度別施設延利用者数（人）
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ア 月別施設延利用者数の推移（人）
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（３）大分県立九重青少年の家

団体数 1,566 1,492 744 1,174 1,412

　　 ウ　年度別施設利用団体数の推移 （単位：団体）

利用者数 57,292 54,451 10,458 14,943 20,884

1,308 2,693 3,044 1,894 3,325 2,030

（単位：人）

年　度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

585 978 993 1,334 20,884

　　 イ　年度別施設延利用者数の推移 （単位：人）

年　度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

利用者数 887 1,813

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合　計

　　①利用状況

　　 ア　月別施設延利用者数の推移（令和４年度）
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No. 団　体　名 代表者名 事 務 局 団体構成

1 大分県PTA連合会 山田　弘樹

〒870-0951
大分市大字下郡字長谷496-38
大分県教育会館内
TEL 097-556-9055 FAX 097-556-9155

349団体
64,156世帯

2
大分県高等学校
         PTA連合会

和田　俊二

〒870-0951
大分市大字下郡字長谷496-38
大分県教育会館内２Ｆ
TEL 097-556-5925　FAX 097-556-6035

52団体
20,202人

3
大分県国公立幼稚園
・こども園PTA連合会

清松　督雄

〒870-0263
大分市横田１丁目15番16号
大分市立大在幼稚園内
TEL/FAX 097-592-0217

41園
1,165人

園児数

4
(一社)大分県地域
　  婦人団体連合会

安部志津子
〒870-0037
大分市東春日町1-1 NS大分ビル2F
TEL 097-534-0015  FAX 097-534-0018

10団体
2,215人

5 大分県公民館連合会 中野　五郎
〒870-8503大分市府内町3-10-1
大分県教育庁社会教育課内
TEL 097-506-5561  FAX 097-506-5561

18市町村
221館

（但し 公立公民館数）

6
大分県生活学校運動
        推進協議会

小野ひさえ
〒870-1152
大分市上宗方30-5
TEL/FAX 097-541-5354

17校
500人

7
「小さな親切」運動
        大分県本部

衛藤　晟一
〒870-0045
大分市城崎町1-1-5城崎コスギビル301
TEL/FAX 097-536-3600

9支部、20団体
900人

8
大分県社会教育委員
        連絡協議会

盛本功爾郎

〒870-8503
大分市府内町3-10-1
大分県教育庁社会教育課内(内5528）
TEL 097-506-5528 FAX 097-506-1798

　18市町村・
県社会教育委員

264人

9
アカデミアの会
　　　  連絡協議会

小野ひさえ
〒870-1152
大分市上宗方30-5
TEL/FAX 097-541-5354

7団体

（１）社会教育関係団体（補助金交付団体等）一覧

（令和5年3月31日現在）

５　その他
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（２）大分県社会教育委員名簿 

                         任期 自 令和３年５月１日 

                            至 令和５年４月３０日 

                           （令和５年３月３１日現在） 

選出分野 氏  名 役 職 名 

学校教育 

関係者 

今 井 真 己 ももぞのこども園副園長 

伊 東 俊 昭 佐伯市立明治小学校校長 

中 城 美 加 豊後大野市教育委員会学校教育課長 

鶴 原 誠 二 大分県立爽風館高等学校長 

社会教育 

関係者 

和 田 俊 二  大分県高等学校 PTA 連合会長 

鄭   加 代 大分県 PTA 連合会副会長 

利 光 信 正 中津市北部公民館長 

安 達 美和子 大分県地域婦人団体連合会理事 

門 脇 邦 明 NPO 法人ハットウ・オンパク事業マネージャー 

佐 藤 真由美 人と本を結ぶ読書支援プロジェクト「ゆい(結い)」主宰 

高 尾 徳 昭 日田市公民館運営事業団大鶴公民館主事 

家庭教育の向上に 

資する活動を行う者 

若 林 優 子 NPO 法人子育て応援レストラン理事長 

園 田 暁 子 くすのき児童クラブ統括代表 

峯 野 希 美 竹田市直入放課後子ども教室コーディネーター 

萱 島 か よ 国東市協育ネットワーク推進協議会コーディネーター 

学 識 

経験者 

佐 藤 公 一 大分海運株式会社代表取締役社長 

高 見 大 介 日本文理大学学長室員・人間力育成センター長・工学部助教 

植 山 朋 代 府内耳鼻咽喉科副院長 

盛 本 功爾郎 別府大学法人事務局長 

永 田   誠 大分大学教育学部准教授 

                                      （敬称略） 
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